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キャンパスアジア・モデルに基づく人材養成メカニズムの探索と実践について






IMF による 2017 年 10 月時点の推計によると，中・日・韓３カ国の 2018 年の名目
GDP の世界全体に占める比率は 23.4％に達す。それに対して，世界第一と第二の経済体




























第二次中日韓首脳会談は 2009 年 10 月 10 日に，北京にて開催された。同会で 3 カ国は
大学間の交流を引き続き行い，人的資源の強化と教育領域における緊密な協力などに関し
て，合意に達した。（3 カ国協力 10 周年共同声明）
日本側の鳩山由紀夫首相は青少年同士間の交流を図るために，大学間の単位互換を通じ，
大学間の交流並びに協力を実現していきたいと意思表明した。
第三次中日韓首脳会談は 2010 年 5 月 30 日に韓国の済州で行われた。三国首脳は単位互
換とジョイント・デイグリーを相互に認め合うプログラムにより，大学間における交流を
拡大していくことに合意に達した。（3 カ国協力 VISION 2020）
新たに稼動し始める新規プログラムの一環として，CAMPUS Asia パイロット・プロ
グラムの施行を決めた。
2.2　中日韓大学教育交流専門家委員会（2010 年 4 月 16 日・東京）
第一回中日韓大学教育交流専門家委員会が 2010 年 4 月 16 日に東京で開催され，前掲の
プログラム名を CAMPUS Asia と名づけ，その施行を司る組織として，実務者委員会を
組織した。同委員会のメンバーは 3 カ国の閣僚レベルの公務員・品質管理保障機構の代表・
大学の総長（学長）及び産業界の関係者の代表より構成される。





























































的としている。3 カ国ともに毎年 20 名の学生を選抜し，2・3 年生の移動キャンパス時には，
各学生が 2 カ国を学期毎に移動しながら学ぶ。本プログラムの所定の成績，所定の条件を
満たした学生に，三大学の学長名を明記した三大学合同の修了証を発行し，所属大学から
専攻分野の学位（学士）が授与される。これにより 2019 年度には 240 名の CAP 生が存
在することになる。本事業を通じて，アジア各国で適用できる，持続可能な多国間連携型













2003 年以降，広東外大・立命館大・東西大の 3 大学の学生が中日韓の文化・社会等に
ついての発表・討論を行うテレビ会議による講義を実施してきた。それを発展させたもの
が，2011 年から取り組んだキャンパスアジア・パイロット・プログラムである。パイロッ
ト・プログラムでは，各大学 10 名計 30 名の学生が 3 大学を 2 周する移動キャンパスを行
い，東アジアの次世代人文学リーダーとなる人材を育成することができた。この成果を受





3 大学がそれぞれ毎年 20 名の学生を本プログラム学生として選抜する。2 回生・3 回生
の移動キャンパス時に，各学生が 2 カ国を学期毎に移動しながら学ぶ。





















































































































02 北京大学 一橋大学 ソウル大学校 アジア・ビジネスリーダー・プログラム 









05 清華大学 東京工業大学 KAIST 中日韓先進科学技術大学教育環 





















09 上海交通大学 九州大学 釜山大学校 
エネルギー環境理工学グローバル人材育成の
ための大学院協同教育プログラム 





























































































































































































































般に高く評価されている。そして，2015 年 9 月から常設化を稼動し始め，本格的に本事
業を展開することになった。これで，我々は辛うじてグローバル化・複合型人材養成の道
を切り開くことが出来た。
前にも触れてきたように，3 カ国の政府部門や相関する国際機構のリーダーたちは，あ
らゆる場合において，キャンパスアジアの発展をより一層促進し，その規模と奥行きを拡
大し，その人材養成の系統性・持続可能性・そして完成度を強化させていくべきだと力説
してきた。それに，その経験を生かして基礎教育段階にも波及効果をもたらしえるように，
声高にアピールしてきた。
したがって，これからの発展の方向として，常設化を念頭に置きながら，本事業団の長
所をいっそう発揮し，あらゆる資源を掘り下げて利用し，スケールと奥行きの二つのレベ
ルにおいて，さらに人材養成メカニズムの模索と実践を目指して，努力を重ねていくべき
であろう。
（本研究は 2016 年度広東省総合類教育改革項目《“一带一路”背景下战略性小语种专业建设的规划与路径》
基金の補助を受けて実施された）
